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沿岸域に位置する地上構造物の防災・減災に役立てるために，免震・免波という考え方に基づく地震・

津波対策技術に関する研究の一環として，剛性の低い緩衝材を活用することによる津波波圧の低減効果に

ついて津波模型実験を行い検討した．その結果，構造物の前面に緩衝材を配置することによって構造物に

作用する波圧の大きさを低減させることができることを示す結果を得ることができた．更に，三次元 FEM
解析による応力評価を行った結果，構造物内に発生する応力は波圧の値とその分布形状の設定によって大

きくな影響を受けることを確認することができた．津波と構造物の間に緩衝材を介在させることによって

構造物に対する波圧の影響を低減させることが可能である． 
 

     Key Words: water cycle facility, tsunami countermeasures, stress reduction, shape of wave pressure,  
scale model test, 3D FEM analysis 

 
 
 
1. はじめに 

 

2011年の東日本大震災では，津波と強震動によって

甚大な被害が発生した．将来に向けては，南海トラフ

地震等の発生が想定されており，内閣府の調査研究結

果として，2014年８月には日本海沿岸，2020年 4月に

は太平洋沿岸の津波想定高さが大幅に見直されている．

このような状況から，沿岸域に位置する地上構造物に

関しては，強震動だけでなく津波に対しても有効な対

策の実現が求められている． 
本研究では，沿岸域に位置する地上構造物の防災・

減災に資するために，強震動と津波の双方に対して有

効な対策技術として，剛性が低く変形し易い緩衝材を

活用することによって，強震動の影響の低減（免震効

果）と津波の影響の低減（免波効果）を両立できるよ

うに意図した免震・免波という概念の対策技術 1)につ

いて研究している．免震・免波構造については，これ

までに SPH法（Smoothed Particle Hydrodynamics Method）
による津波衝突解析 2)，FEM（Finite Element Method）
による強震時および津波衝突時の構造物の変位・応力

解析 3)等を行って来た．これらの結果を踏まえ，ここ

では，津波模型実験を行い緩衝材の活用による津波波

圧の低減効果の可能性について検討した． 
 
 
2. 研究の目的 

 
仙台市南蒲生浄化センターでは，2011 年東北地方

太平洋沖地震の際に10m以上の津波によってポンプ場

が大きな被害を受けた他，多くの構造物・施設で甚大

な被害は発生した．こうした被害を教訓として，国や

学協会等からは，下水道施設の地震・津波対策に関す

る調査研究結果が発表されている 4)．従来，津波対策

に関しては，防波堤や防潮堤等による海側（海岸線）

の対策が主であるが，本研究では，構造物側での津波

対策に主眼を置いており，免波対策の基本として，①

津波からの回避（津波が到達する場所には構造物・施

設を立地しないこと，立地の防災化）を抜本的な対策

として位置付けている．抜本的な対策が難しい場合は，

現実に即した対策として，②津波からの構造物の隔
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離・遮断，③構造物の表面形状，津波の到来方向（構

造物に対する入射角）等の工夫による津波波圧の低減，

そして，④緩衝材の活用による津波波圧の低減等を位

置付けている． 

 
 
3. 緩衝材を活用した津波波圧の低減の概念 

 

緩衝材を活用した免震・免波構造の概念を図-1 に

示す．構造物地下部に配置した緩衝材は，強震動に対

する免震効果とともに構造物の回転・水平移動を発生

し易くすることによって津波衝突時の波圧が低減され

るように意図したものである．構造物地上部の緩衝材

は，緩衝材のクッション効果によって津波の衝撃力や

圧力を吸収・低減することを意図したものである．免

震・免波構造では，強震動対策と津波対策を別々の方

法で行うのではなく，緩衝材の活用という方法によっ

て両立させることに特長がある．緩衝材は，強震動に

対しては免震材として，津波に対しては免波材として

機能するように意図している．  

 

図-1 構造物の周囲への緩衝材の配置による 
地震・津波作用の吸収・低減の概念 

 

 
4. 緩衝材による津波波圧の低減効果に関する 

津波模型実験 

 

(1) 実験の背景 

地上構造物に作用する津波波圧に影響する要因とし

ては，津波の水深，流速，密度，構造物の剛性，形状，

津波と構造物の位置関係（入射角）等が考えられる．

これらの内，津波の水深と流速の影響に関しては，

Froude 数等を指標にした研究成果が数多く報告されて

いる．津波の密度の影響に関しては，水道水，海水，

濁水を用いた実験結果が報告されており 5)，津波の密

度が大きいほど津波波圧・衝撃圧が大きくなるとの報

告がなされている．構造物の剛性の影響に関しては研

究事例が見られないが，構造物の平面形状の影響に関

しては，矩形の場合と円形の場合の実験結果が報告さ

れている 6) , 7)．構造物の鉛直断面の形状の影響（構造

物の側面勾配の影響等）については研究事例が見られ

ない．津波の入射角の影響に関しては，構造物の正面

から津波が入射した場合に比して斜めからの入射の場

合は津波波圧が低下するとの実験結果が報告されてい

る 8) , 9)．津波に対する地上構造物の対策技術に関して

は，流体解析によってタンクの漂流防止法について研

究した事例が報告されているが 10) ，対策技術に関す

る研究事例は少なく，緩衝材を用いた津波波圧の軽減

対策等に関してはこれまでに研究事例が見られない．

陸上構造物に作用する津波波圧に関する研究としては，

水路実験と数値解析による研究事例 6) が報告されてい

る．このように，地上構造物に作用する津波波圧に関

しては，津波の水深，流速，密度，構造物の平面形状，

津波の入射角の影響については研究事例が報告されて

いるが，構造物の剛性，鉛直形状の影響，緩衝材を活

用した津波対策に関しては研究例が見られない．この

ような状況を踏まえ，ここでは，津波模型実験を実施

して緩衝材を活用した津波波圧の低減効果の可能性に

ついて検討した． 
 
(2) 実験の目的 
 津波による構造物の損傷・破壊を評価するためには

構造物に作用する津波波圧の大きさと分布形状を明ら

かにすることが必要である．また，緩衝材を活用した

津波対策技術（免波技術）を実用化するためには，構

造物の表面に緩衝材を配置することによって津波波圧

を低減させることが可能であるかどうかを明らかする

ことが必要である．このような考えから，単純化した

構造物模型を作成して津波模型実験を行った．実験計

画の立案に際しては，次の事項を勘案して実験ケース

を設定した． 
①構造物に作用する波圧の分布形状の確認 
②構造物の表面形状による波圧の低減効果の検討 
③緩衝材の活用による波圧の低減効果の検討 

 ここでは，上記事項の内，③緩衝材の活用による津

波衝撃圧の低減効果について津波模型実験により検討

した結果を記述した． 
 

(3) 実験装置と実験模型 

 実験には，直線二次元水路（パシフィックコンサル

タンツ（株）つくば技術研究センター）を使用した．

実験では，水路内に設置した構造物模型に流水を作用

させ，構造物模型の表面に配置した圧力センサーによ

地下部の緩衝材
◆構造物の回転・水平移動の励起
◆津波に対しては津波波圧の吸収/低減効果
◆強震動に対しては地震動の吸収/低減効果

地上部の緩衝材
◆クッション効果
による津波波圧の
吸収/低減

緩衝材

津波

地震動
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り波圧を計測した．実験水路の概要を図-2 に示す．

実験水路はコンクリート製であり，延長 4.9 m の貯水

槽と延長 15.9 mの二次元水路で構成されている．上流

側の貯水槽の容量は 4.2 m3であり，転倒堰で下流側の

二次元水路と仕切られている．この転倒堰を一気に倒

すことで貯水槽内の水が水路を流下し，津波を発生さ

せる仕組みである．二次元水路の断面は，図-3 に示

したように，幅 0.9 m，側壁高 0.48 mの矩形である． 
津波高を確認するために，構造物模型の上流側 1.0 

m の位置に容量型波高計を設置し，10 Hz で波高を計

測した．津波高は，使用する水路の最大波高として津

波高検定で決定した．津波波圧の計測には，直径 6 
mm，厚さ 0.6 mm の小型圧力センサー（共和電業製

PS-C）を用いた．圧力センサーは，図-4 に示したよ

うに，水路床から 4.0 cm間隔で 6個を構造物模型の表

面と緩衝材の表面に接着固定し，20 Hz で圧力を計測

した．実験に用いた構造物模型の形状・寸法は，幅

20 cm，高さ 40 cm，奥行 20 cmの直方体とした． 
 
(4) 実験ケース 

 緩衝材による波圧の低減効果を検討するために設定

した実験ケースを表-1に示す．Case-1は，直方体の構

造物模型に流水を作用させるケースであり，基本ケー

スとして位置付けているものである．Case-2， Case-12
および Case22 は，緩衝材による波圧の低減効果を検

討するために設定したケースである．構造物模型の側

面の勾配は，鉛直（仰角 90°）とし，構造物模型は

厚さ10 mmの耐水合板を用いて作成し，表面は水性塗

料で塗装した．構造物模型は，転倒堰から 6.85 m下流

の水路中央部に設置した．緩衝材を構造物模型の表面

に配置した実験では，津波作用側の構造物模型の壁面

全体を緩衝材が被覆するように設置した．緩衝材の材

質は，EPDM スポンジ（エチレンプロピレンゴムスポ

ンジ）を使用した．緩衝材は，図-5 に示したように

厚さは 5 cmと 10cmとし，構造物模型の表面での緩衝

材の設置状況は図-6に示したとおりである．EPDMス

ポンジは，柔軟性に優れ，防振材，防滑材等として多

用されている材料である．保護板には，厚さ0.8mmの

塩ビ板を使用した． 
 

 

図-2 実験水路の側面 

 

 

    
 

図-3 水路横断面       図-4 圧力センサーの配置 

 

表-1 実験ケース 

 
Case 構造物 流水 緩衝材 

側面勾配 波高 入射
角 

材質 / 厚さ 保護
板 

 1 鉛直 25cm 0 度 
 

正面 
入射 

無し 無し 
2 鉛直 25cm EPDM / 5cm 無し 
12 鉛直 25cm EPDM / 5cm 有り 
22 鉛直 25cm EPDM / 10cm 有り 

 

図-5 実験模型の構造（断面） 

図-6 実験模型の状況 

 
(5) 実験結果 

a) 波高と波力 

 Case-1 では，水路内に基本形の構造物模型を固定し，

構造物模型の上流 1 m地点で波高が 25 cmになるよう

に設定した流水を作用させた．  
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図-7 Case-1での波高と波力 

 

図-8 Case-2での波高と波力 

 

図-9 Case-12での波高と波力 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-10 Case-22での波高と波力 
 

 

図-7 は，波高と構造物表面に作用した波力の時刻

歴である．t=2.5秒から t=5秒の区間では波高が急に高

くなっているが，これは，構造物模型に衝突した後の

流水のせり上がりや反射によるものであり，概ね t=2
秒あたりまでの区間が構造物模型に作用した水流の波

高と考えることができる．Case-1 では t=1.2 秒の波高

22.8 cm が構造物模型に作用した最大波高である．図

中に示した波力は，鉛直方向に 4 cm 間隔で配置した

圧力計の値を積分し，単位幅あたりの波力（N/cm）

として示したものである．最大の波力は，Case-1 では

14.0 N/cmであった． 
本実験は，相似則の面で実際の構造物や津波作用と

直接対応するものではないが，本実験での波高 25 cm
に対して，実規模の津波高を 10 m と仮定すると，模

型縮尺は1/40となる．この模型縮尺を仮定した場合，

Case-1 について実規模換算を試みると構造物に作用す

る波力の最大値は，構造物中心線上で 560 N/cm 程度

になると推定される． 
図-8，図-9，図-10 は，それぞれ Case-2，Case-12，

Case-22 における波高と構造物表面に作用した波力と

緩衝材表面の波力の時刻歴である．本実験では，緩衝

材を配置した場合に構造物表面にどのような波圧が作

用するかの検討が主眼であり，緩衝材表面で計測した

波圧の結果は参考として記載した．図-7～図-10 より，

最大波高時に構造物表面に作用した波力は，Case-1 で

は 14.0 N/cm，Case-2では 13.8 N/cm，Case-12では 12.3 
N/cm，Case-22 では 9.1 N/cm となった．このように，

緩衝材を配置しない Case-1 では 14.0 N/cm であった波

力が，厚さ 10cmの EPDMスポンジを配置したCase-22
では 9.1  N/cmにまで低下した． 
b) 構造物表面に作用した波圧に対する緩衝材の影響 

構造物表面に作用した波圧について，Case-1，Case-
2，Case-12，Case-22 での計測結果をそれぞれ図-11～

図-14に示す．t = 0 秒は，圧力センサーが流水に反応

した瞬間であり，図中の折れ線は，各時刻での波圧分

布を示す． 
Case-1（緩衝材なし，構造物のみ）では，最大波圧

は概ね 6.8 kPa 程度であり，波圧の鉛直分布は，水路

床からの高さが 4～12cmの区間では波圧の大きさはほ

ぼ一定であり，水路床からの高さが 12～24cm の区間

では直線的に減少していることが分かる．したがって，

波圧の鉛直分布の形状としては，台形もしくは五角形

に類似した形状であると捉えることが可能である． 
Case-2（緩衝材あり，EPDM 5cm 厚，保護板なし）

では，最大波圧は概ね約 6.6 kPa 程度であり，波圧の

鉛直分布は，水路床からの高さが 0～16cmの区間では

バラツキが大きい結果となった．これは，水流が緩衝

材に衝突した際に，緩衝材が変形し易いために水流が 

Case-1 緩衝材なし，構造物のみ

 

Case-12 緩衝材あり，EPDM  5cm厚，保護板あり

Case-22 緩衝材あり，EPDM  10cm厚，保護板あり

Case-2 緩衝材あり，EPDM  10cm厚，保護板あり
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図-11 Case-1での最大波圧分布 

図-12 Case-2での最大波圧分布 

図-13 Case-12での最大波圧分布 

図-14 Case-22での最大波圧分布 
 

不規則に挙動したためであると考えられる．このよう

に，Case-2 では波圧の分布にバラツキが大きかったこ

とから波圧のバラツキを小さくし波圧の分布を平滑化

するために、Case-12（緩衝材あり，EPDM 5cm厚，保

護板あり）では，緩衝材の表面に薄い保護板（厚さ

0.8mm）を設置して実験を行った．その結果，図-13

に示したように，水路床からの高さが 0～16cmの区間

でのバラツキは減少し平滑化され，意図したような結

果を得ることができた． 
Case-22（緩衝材あり，EPDM 10cm厚，保護板あ

り）では，緩衝材の厚さを 10cmとし保護版を設置し

て実施した実験結果であり，図-14に示したように水

路床からの全区間でバラツキが非常に小さくなり，波

圧の分布形状もきれいな三角形分布となった． Case-
22での最大波圧は，水路床からの高さが 12cmの位置

で約 4.0 kPaとなり， Case-1（緩衝材なし）での 6.8 
kPaに比して小さく，EPDMスポンジによる波圧の低

減効果を示す結果となっている．EPDMスポンジは，

柔軟性に富む材料であり，流水が衝突した際は大きく

変形するものの，流水が衝突ちた後に除荷されると原

型を戻ることができるので，津波波圧の低減には有用

であると考えられる．免波効果を発揮させるために求

められる緩衝材の材質，変形特性，通水特性等につい

ては，引き続き検討する予定である． 
c) 構造物表面に作用した波圧の分布形状 

図-11 と図-14 を比較することにより，緩衝材がな

い場合は矩形か五角形に類似した分布形状であるもの

を緩衝材を活用することによって台形か三角形に近い

形状に変化させることが可能であることが分かる． 
波圧の分布形状を模式的に図-15 に示すが，津波に

対する構造物の健全性を評価する場合，津波の波圧分

布を台形か三角形として設定するか，あるいは，矩形

か五角形として設定するかは，構造物内に発生する応

力に影響を及ぼすと考えられるため，緩衝材を活用す

ることによって津波波圧の分布形を変化させることが

できれば，健全性評価の観点から重要な効果になると

考えられる． 

図-15 波圧の分布形状の模式 

矩形 五角形 台形 三角形

◆緩衝材による波圧の分布形状の変化
・緩衝材が無い場合：分布形状は矩形，五角形
・緩衝材が有る場合：分布形状は台形，三角形

◆安全性評価における津波波圧の分布形状の設定
・三角形の設定は安全性評価では危険サイドの評価
・矩形の分布形状を三角形にできれば構造物にとって有利

Case-1 緩衝材なし，構造物のみ

Case-2 緩衝材あり，EPDM  5cm厚，保護板なし

Case-12 緩衝材あり，EPDM  5cm厚，保護板あり

Case-22 緩衝材あり，EPDM  10cm厚，保護板あり
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5. 三次元 FEM 解析による構造物内に発生する

応力の評価 

 

(1) 解析の目的 

津波に対する構造物の健全性評価では，津波波圧の

大きさとともに，その分布形状の設定が構造物内に発

生する応力に大きな影響を及ぼすと考えられる．津波

模型実験の結果，地上構造物の周囲に緩衝材を配置す

ることによって，構造物に作用する波圧の大きさを軽

減させることが可能なこと，そして，波圧の分布形状

を矩形，五角形に類似した形状から台形，三角形に類

似した形状へと変化させることが可能であることを確

認することができた．一方，津波に対する構造物の安

全性評価では津波波圧の大きさや分布形状の設定が評

価結果にどのような影響を及ぼすのかに関しては未検

討の課題が多い．そこで，この課題について検討する

ために三次元静的 FEM解析を行った．津波波圧の分

布形状と大きさについては，表-2と図-16に示したよ

うに，①矩形分布・400kPa，①矩形分布・260kPa，①

三角形分布・400kPaの 3ケースを設定して比較解析

を行った．津波波圧の大きさについては SPH法によ

る津波衝突解析の結果 2)，分布形状については津波模

型実験の結果を参考にして設定した．図-16と図-17

に示した解析モデルは，免震効果の評価（三次元動的

解析）と免波効果の評価（三次元静的解析）の両方に

使用できるように工夫して作成したものであり，構造

物地下部に配置した緩衝材は，三次元動的解析により

免震効果を評価する際の主に免震材としての機能を持

たせたものである． 
(2) 三次元 FEM解析モデル 

東日本大震災における浄化センターの被害事例を

参考に，図-17 に示したように，解析対象は，地上 2
階・地下 2階の 4階建の鉄筋コンクリート構造物とし，

地上部の高さ 13m，地下部の深さ 15.4m，幅 20m，奥

行 14m，壁と床の厚さ 0.5m とした．地盤は軟質地盤

を仮定し，二層の水平成層地盤とし，幅 76 m，奥行 
70 m，深さ 30 m の領域をモデル化した．構造物は，

鉄筋コンクリート造とし，基礎地盤（S 波速度 330m/s）
に設置されている状況を設定した．地盤と構造物は，

共に 8節点ソリッド要素でモデル化した．解析は，三

次元静的 FEM 解析により行い，解析には，汎用解析

プログラム ISCEFを使用した． 

 

(3) 解析用物性値 

解析に用いた構造物と緩衝材の物性値を表-3に，地

盤の物性値を表-4に示す．構造物の回転・並進につい

ては，構造物が全体的な変位挙動を示すことを模擬す

るために、ここでは，構造物のせん断剛性の値は高め

に仮定した．地盤については，表層地盤はS波速度

90m/s，基盤はS波速度330m/sを仮定した． 

 

表-2 解析ケース 

 

 
解析ケース 

津波荷重 

波圧分布形状 波圧の大きさ 

1 矩形分布 400kPa 
2 矩形分布 260kPa 
3 三角形分布 400kPa 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-16 波圧の大きさと分布形状の設定 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-17 三次元 FEM解析モデル（全体図） 

 

表-3 構造物と緩衝材の物性値 
 

項 目 せん断剛性  
N/mm2 

密度 
t/m3 

ポアソン比 

構造物 14600 2.40 0.20 
緩衝材  0.24 1.00 0.49 

 

表-4 地盤の物性値 
 

層 層厚 
m 

せん断剛性 
N/mm2 

S波速度 
m/s 

密度 
t/m3  

ポアソ

ン比 

表層 15.4 16 90 2.0 0.40 

基盤 14.6 240 330 2.2 0.35 

高
さ

:3
0m

地上部高さ:13m

地下部深さ:15.4m

構造物

(1)矩形分布 (2)矩形分布 (3)三角形分布
波圧400kPa   波圧260kPa 波圧400kPa

400kPa 260kPa

400kPa

0kPa

構造物地下に配置した緩衝材
（主に免震材としての機能）
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(4)  津波波圧の設定 

津波波圧の大きさは400kPaと260kPaの2種類を設定

し，鉛直方向の分布形状は矩形と三角形分布の2種類

を設定した．波圧は，構造物の正面の高さ0mから

6.5mの区間，幅20mの矩形の区域に等分布荷重として

静的に作用させた． 
 

(5)  解析結果 

a) 構造物内に発生したせん断応力 

波圧によって構造物内に発生したせん断応力につ

いて，矩形分布･400kPa，矩形分布･260kPa，三角形分

布･400kPaの時の比較結果を表-5に示す．図-18は，構

造物の中央断面におけるせん断応力の出力位置である．

構造物に発生したせん断応力は，位置5（構造物側面，

G.L.+3.8m，手前側）では，矩形分布･ 400kPaで
2.02N/mm2，矩形分布･260kPaで1.32N/mm2，三角形分

布･400kPaで0.59N/mm2となった．同じ矩形分布でも，

波圧が400kPaから260kPaになるとせん断は2.02N/mm2

から1.32N/mm2に減少した．波圧の大きさが同じ

400kPaであっても，矩形分布では2.02N/mm2であった

値が三角形分布では0.59N/mm2になり約0.29倍にまで

低下した．位置8（構造物側面，G.L.+3.80m，奥側）

でも，矩形分布･400kPaでは2.18N/mm2，矩形分布･

260kPaでは  1.41N/mm2 ，三角形分布･ 400kPaでは

0.75N/mm2となった．構造物に発生するせん断応力は，

波圧の大きさと分布形状の設定に応じて直接的に大き

な影響を受けることが確認できた。 

b) 考察 

津波に対する構造物の健全性を精度良く評価するため

には，構造物に作用させる波圧の設定が大変重要であ

る．波圧の大きさのみならず，波圧の分布形状も構造

物内に発生する応力に対して非常に大きな影響を及ぼ

す．従来，津波に対する矩形もしくは指針・基準類で

は津波波圧の鉛直方向の分布形状は，静水圧分布に準

じて三角形分布が設定されているのが通例である．し

かし，津波模型実験で計測された波圧の分布形状は矩

形もしくは五角形に類似した形状であり，三次元

FEM解析の結果を踏まえると，三角形分布の設定は

安全性評価の観点からは危険サイドの条件設定になる

と考えられる． 
 
 
6. まとめ 

 
沿岸域に位置する地上構造物の防災・減災に資す

るために免震・免波という考え方に拠る地震・津波対

策技術について研究を行い，その一環として，津波と

構造物の間に緩衝材を介在させることによって津波波 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-18 構造物のせん断応力の出力位置 

 

表-5 波圧の作用方法の相異による構造物内に発生する 
最大せん断応力の比較 

 

出力位置 
波圧の分布形状と大きさ 
矩形 

400kPa 
矩形 

260kPa 
三角形 
400kPa 

1 右側面・GL+0.0m・正面 0.29 0.18 0.17 
2 右側面・GL-7.7m・正面 0.32 0.20 0.15 
3 右側面・GL-7.7m・背面 0.36 0.25 0.19 
4 右側面・GL+0.0m・背面 0.26 0.17 0.12 
5 右側面・GL+3.8m・手前 2.02 1.32 0.59 
6 右側面・GL-3.3m・手前 1.58 1.05 0.92 
7 右側面・GL-3.3m・奥 1.43 0.92 0.77 
8 右側面・GL+3.8m・奥 2.18 1.41 0.75 

 
圧の低減が可能であるかどうかを検討するために津波

模型実験を行った．実験は，緩衝材がない場合と緩衝

材としてEPDMスポンジを使用した場合について実施

し比較検討した． 

その結果，緩衝材としてEPDMスポンジを使用した

場合は，津波波圧の大きさを低減させる可能性がある

こと，そして，津波波圧の分布形状を矩形，五角形に

類似した形状から，台形，三角形に類似した形状に移

行させることが可能であることを示す結果を得ること

ができた． 
また，構造物の健全性評価の観点から波圧の設定

方法が構造物内に発生する応力にどのような影響を及

ぼすかを検討するために，三次元FEM解析を行った．

その結果，波圧の大きさと分布形状は，共に，構造物

内に発生する応力に直接的に著しい影響を及ぼすこと

が確認ができた．特に，波圧の分布形状に関しては，

構造物の健全性評価では，三角形分布の設定は，矩形

分布の設定よりも危険サイドの条件設定になるので留

意が必要である．正確な健全性評価をめには，津波の

波圧の大きさのみならず分布形状を正確に設定するこ

とが必要である． 
なお，津波模型実験の実施によって，緩衝材の活

6 7

8

32

1

5

4

GL-15.4m
底面

GL-7.7m

地表面

GL+0.0m

GL+6.5m

GL+13.0m
天井

正面 背面

地上1階
GL+3.8m

地下1階
GL-3.3m
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用により波圧の分布形状を変化させることが可能であ

ることを確認することができたことは，構造物の健全

性評価の観点から用な結果であったと考えられる．津

波の影響を低減するために効果的な緩衝材の材料，緩

衝材に求められる力学的特性等については，今後も検

討を重ねる予定である． 
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For social infrastructures located in coastal area, it is necessary to realize a safe structure against both 

strong earthquake motion and tsunami. In this study, for the purpose of developing rational countermeasure 
technology, we have been conducted the research on the seismic and tsunami isolation structure based on 
the idea of seismic isolation and wave isolation. As a part of this study, we conducted a tsunami model 
experiment on the possibility of reducing tsunami wave pressure by using a cushioning material with low 
rigidity. As a result, it was found that it is possible to reduce the tsunami wave pressure and to advanta-
geously change the distribution shape of tsunami wave pressure.by interposing a cushioning material be-
tween the tsunami and the structure. Furthermore, as a result of the stress analysis of the structure by 3D 
FEM analysis, it was confirmed that the stress generated in the structure is greatly affected by the value of 
the tsunami wave pressure. 

 


